


















(statement of Changes in Financial Position) Jを公表した。その後，国
際会計基準委員会は， 1991年7月に公開草案第36号「キャッシュ・フロー計算
書 (CashFlow Statements) Jを公表し，検討したうえで， 1992年12月に改訂
国際会計基準第7号「キャッシュ・フロー計算書 (CashFlow Statements) J 
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について， 1 AS 7と各国の会計基準における相違点を分析し，次にキャッシ
ユ・フロー計算書の表示方法について， 1 A S 7と各国の会計基準における相
違点を分析することによって， 1AS 7の特徴と問題点を明らかにすることで
ある。
























高める。」と述べている。つまり， 1 A S 7によれば，キャッシュ・フロー計
算書の目的は，①財政状態の変動，②流動性・支払能力・財務弾力性，③将来
キャッシュ・フローの見積もり 2，④利益の質3についての評価を可能にする




































































- 111 (589) -
めの基準として使用できるだろう ([4]， p.93)。
IAS7によって表明された上記のようなキャッシユ・フロー計算書の目的
は，多くの国における会計基準によっても，表明されている。ただし， IAS 7 
によって表明された目的のうち「財政状態の変動についての評価を可能にする
情報を提供する」との目的は，アメリカの財務会計基準書第95号「キャッシュ・
フロー計算書 (Statement of Cash Flows)J (以下， rS F A S 95Jと呼ぶ)4 
以外の基準においては，明示されていない。 SF A S95は，キャッシュ・フロ
ー計算書の基本的な目的について， r一会計期間の企業の現金収入および現金
支出について目的適合性を有する情報を提供することである。 ([7]，para. 4) J 
と述べたうえで， 1 A S 7と同様なキャッシュ・フロー計算書の目的5を「キ
アメリカの会計原則審議会 (AccountingPrinciples Board)は， 1963年10月に意見書
第3号「資金の源泉と使途の計算書 (TheStatement of Sources and Appl ication of Funds) J 
を公表した。次に，会計原則審議会は， 1971年3月に意見書第19号「財政状態変動の報告
(Reporting of Changes in Financial Position) Jを公表した。その後，財務会計基準審
議会(FASB)は， 1986年7月に公開草案「キャッシユ・フロー計算書 (Statementof Cash 
Flows) Jを公表した後， 1987年1月に財務会計基準書第95号「キャッシュ・フロー計算書
(Statement of Cash Flows) Jを公表した。














価するためのより良い基礎を提供する ([6]，para.24) 0 ) 













Flow Statements)j (以下， r改訂FRSljと呼ぶ) 6も， 1 AS 7とほぼ
同様なキャッシユ・フロー計算書の目的7を「報告実体の流動性，支払能力お
額および時期を変更するための有効な行動をとる能力である。」と説明している0
6 イギリスの会計基準審議会 (AccountingStandards Board)は， 1991年9月に財務報告
基準第1号「キャッシユ・フロー計算書 (CashFlow Statements) Jを公表した。その後，
会計基準審議会は， 1994年3月にFRS1に関するコメントを求め， 1995年 12月に財務報
告公開草案第 10号『改訂FRS1rキャッシュ・フロー計算書 (CashFlow Statements) J JI
を公表した。会計基準審議会は，この公開草案とそれに対するコメントを検討し， 1996年
10月に財務報告基準第1号『改訂FRS1rキャッシュ・フロー計算書(CashFlow Statements) JI 
を公表した。























う。 ([1]， Appendixill : para.2) Jと述べている。
また，ニュージーランドの財務報告基準第10号「キヤヅシユ・フロー計算書





















































9 佐藤 ([12]， 104頁)は， i資金計算書の目的を考察するにあたって，①基本目的，②分
析目的，③作成目的，という 3つの目的階層を区別しておきたい。」と述べたうえで， i分
析目的(ここで論じている『キャッシュ・フロー計算書の目的』に相当すると考えられる目
的)Jとして， 1 A S 7と同様「収益力の評価J， i支払能力の判定」および「利益と資金
の関係の説明」という目的を指摘している。なお，ここでいう「収益力の評価」というのは，
「将来キャッシュ・フローの見積もりの評価」と同じ意味で用いられいるものと考えられる。
会計文献上，しばしば， i収益力 (earningpower) Jと「現金創出力 (cashgenerating 
abilitY)Jは，同意語として用いられている。たとえば，アメリカ公認会計士協会の「財務









































に，かかる情報を考慮に入れる。 ([6]， para.53)J 
(2)キャッシュの定義

























て， 1 AS 7によれば，現金および、現金等価物は，現金，要求払預金，短期投
資および当座借越から構成されている 110 
多くの国の会計基準における現金および、現金等価物の定義は， 1 A S 7とほ





また， F R S 10 ([1]， para.4.2)は，この定義における「流動性の高い投資
とは， 2業務日以内に投資家の選択でその投資を無条件で、硬貨およひ、紙幣に換






















S F A S 95 ([7]， para.7)によれば，当座借越を現金および現金等価物の




な一般的性質をもっその他の種類の預金も含まれる。 ・・・([7J ， 
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以上述べたように， 1 A S 7と各国の会計基準におけるキャッシュの定義と
の相違は，以下の3点に要約できる。








2.各国の会計基準は， 1 A S 7と同様，現金および、現金等価物の定義に当
座借越を含めている。ただし， AA S B1026は，当座借越以外の返済猶予
期間のない短期借入金も含めている。また， S F A S95は，当座借越を含
めていない。
3.各国の会計基準は， 1 AS 7と同様，現金等価物に含める短期投資の満
期に関する指針を3カ月以内としている。ただし， F R S 10は，現金等価
物に含める短期投資の満期に関する指針を 2業務日以内としている。ま
た， AA S B1026は，現金等価物に含める短期投資の満期に関する指針を
規定していない。
I キャッシユ・フロー計算書の表示
本節では，キャッシユ・フロー計算書の表示方法について， 1 AS 7と各国
の会計基準における相違点を分析する。
(1)キャッシュ・フロー計算書における区分表示





SFAS95 ([7]， para.14)によれば， rキャッシュ・フロー計算書は，キャッ
シュ・フローを投資活動および財務活動または営業活動から生じるものとして，












ロー計算書等の作成基準J (第二・二・ 1)は， r連結キャッシユ・フロー計
算書には， IT'営業活動によるキャッシュ・フロー O:!J， IT'投資活動によるキャッ
シュ・フロー』及び『財務活動によるキャッシユ・フロー』の区分を設けなけ
ればならない。」と規定している。






























ためにも利用される。」と説明している。また， S F A S95 ([7]， para.84) 
も，キャッシユ・フローを営業活動，投資活動および財務活動の3つに区分表


















































































また， 1 A S 7 ([8]， para.39)は， i子会社およびその他の事業体の取得
および売却により生じるキャッシュ・フローの総額は，区分表示し，投資活動









17 なお， 1 A S 7 ([8]， para.16)によれば， i契約が，識別可能なポジションのヘツジ
として会計処理されている場合，その契約からのキヤヅシュ・フローは，ヘツジされている
ポジションのキャッシュ・フローと同じように分類される。」と規定されている。





















































19 S F A S95によれば， rパラグラフ28において述べた純利益を営業活動からの正味キヤツ
シュ・フローに調整する内容は s営業活動からの正味キャッシュ・フローの報告について，
直接法あるいは間接法のいずれが用いられるかに関係なく，提供されなければならない。













る表示のコストを超える場合に限り，直接法を奨励し続ける。([1 J， Appendix 
皿:para.18)jと規定されている。なお， r連結キャッシユ・フロー計算書等








けが容認されている。 AAS B1026によれば， r営業活動からのキャッシユ・
フローは，直接法を用いて表示しなければならない。・・・ ([3]， para.17) j・
「財務諸表または連結財務諸表において，営業活動からのキャッシュ・フロー
と損益計算書において報告される営業損益との調整表を注記として，開示しな















項目(次に示す(i ) (証 )(ili))を調整することから入手できる。

























































































手許現金および銀行預金残高 40 25 
短期投資 37Q u5 
現金および現金等価物一調整前 410 160 
為替レートの変動の影響 (ill 

























B. J.エプステインとA.A. ミルザ([4]， pp.99-100)は，直接法に
よる表示のために損益計算書上の発生基準による金額を現金基準による金額
ヘ変換する算式を次のように示している。
発生基準 加算 減算 現金基準













































































また， 1 A S 7 ([8]， para.23)は， rパラグラフ22(b)で言う収入および
支出の例としては，以下の項目に対する前払金および、返済がある。」と規定し
















































AA S B 1026 ([3]， para.16)は， r次の項目についてのキャッシュ・フロー
は，純額による報告が認められる。 (a)企業または経済実体が，実質上顧客の
代わりに現金を保有し，支払う項目， (b)回転が速く，取引総額が大きい投資，
貸付金および借入金」と規定している。また，改訂FR S 1 ([1]， Appendix 








1 A S 7 ([8]， para.29)によれば，異常損益項目について， r異常損益項
目に関係するキャッシュ・フローは，営業活動，投資活動または財務活動によ
って生じるものとして，それぞれ適切に区分して開示しなければならない。」




























21 1 A S 7 ([8]， para.32)は，支払利息について， r会計期間中に支払われた利息の総














素として分類される場合もある。 ([8]， para.34) J 
AA 8 B 1026 ([3]， para.15)によれば， 1 A8 7と同様に受取利息，受取
配当金，支払利息および支払配当金がどのように分類されようと，区分して開
示されなければならないと規定されている。他方， 8 F A 895によれば，受
取利息，受取配当金および支払利息は，営業活動によるキャッシュ・フローと
して分類され ([7]， paras.22-23) ，支払配当金は，財務活動による支出とし
て分類されている ([7]， para.20) 0 F R 8 10 ([ 1]， para. 5.13)も，


































AA S B 1026 ([3]， para.15)によれば，支払法人所得税がどのように分類
されようと，区分して開示されなけばならないと規定されている。他方，
S F A S 95 ([7]， para.23)によれば，法人所得税は，営業活動による支出と





F R S 10 (日1]， paras.5.17)も， S FA S95と同様支払および還付法人所得
税は，営業活動に分類され区分して開示しなければならないと規定している。













([8]， para.26)Jと規定している。ただし， 1 A S 7 ([8]， para.27)は，外
貨建のキャッシユ・フローの発生した日の為替レートを適用すべきとする原則
に対する例外について， i外貨建のキャッシユ・フローは，国際会計基準
1 A SN 0 .211f外国為替レート変動の影響に対する会計』に合致する方法で報
告される。 1A SN 0.21は，実際の為替レートに近似する為替レートの使用を
許容している。たとえば，一会計期間の加重平均レートが，外貨建取引の記録
あるいは在外子会社のキャッシュ・フローの換算のために使用される。しかし
ながら， 1 A SN 0.21は，在外子会社のキヤヅシュ・フローを換算する場合，










S F A S 95 ([7]， para.25)は， r外貨建のキャッシュ・フローに対して適
用する為替レート」および「外国為替レートの変動の影響の表示方法」につい







調整項目として，報告すべきである。」と規定している。また， AA S B1026 
([3]， para.23)も， r外貨建のキャッシュ・フローに対して適用する為替レー




ることが許容される。」と規定している。さらに， AA S B1026 ([3]， para.23: 
XXv温)によれば， r外国為替レートの変動の影響の表示方法」について， IA 
S7と同様に「外国為替レートの変動から生じる未実現利得および損失は，キ
ャッシュ・フローではない。しかしながら，外貨で、保有されている現金または




されたとした場合との差額を含む。」と説明されている。また， F R S 10は，









他方，改訂FR S 1 ( [ 1]， para. 41)は， r外貨建のキャッシュ・フローに




22 他方， F R S 10の解釈指針 ([10]，para.15.3)は， r外貨建のキャッシュ・フローに対













































































1 A S 7 ([8]， para.48)は，利用できない現金および現金等価物の残高の
開示について， r企業は，企業によって保有されているがその企業集団が利用
できない重要な現金および現金等価物の残高について，経営者の説明を付けて，













準IASNo.8IF異常項目，重要な誤謬および会計方針の変更 (Unusualand Prior Period 
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